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実行力が問われる

銀行の経営幹部の方々と意見交換をさせ
ていただくと、デジタル・トランスフォー
メーションの加速は不可避だとの声が大
多数だ。

それは、昨今の収益環境を鑑みるに“猶
予期間”は限定的だとする見方や、社会
や顧客のデジタル化の流れは不可避だと
の見方に基づくものだ。

あるトップマネジメントの方からは「デ
ジタル・イノベーションのプロジェクト
に失敗するリスクよりも、プロジェクト
の経験値を積まないリスクの方が大き
い」とのご意見を伺った。

しかしながら、関連する取組みが加速し
ているかと問われると、依然として金融
機関毎に、あるいは経営と現場の間に温
度差があるというのが偽らざる実感だ。

「早くやってみる」の難しさ

例えば、次のような事例に頭を悩ませて
いる方も多かろう。

（1）“アジェンダ不在”で迷路に

まず、実現したいビジョンやアジェンダ
レベルでの共通認識がないが故に、実行
のスピード感がなくなるケースだ。

‐個別部門にはそれぞれにデジタルテー
マはある。しかし、個々の案件の関連
や目指す方向性に照らした案件の位置
づけに議論を要し、なかなか着手にい
たらない。

‐AIなどの新技術、新興企業が提供する
新たなソリューションに着目して案件
化を進める。しかし、それが自行ビジ
ネスにとって、どれ程の価値があるか
見極められないため、ビジネス化に向
けて強力に推進する力学が生まれず、
成果につながりにくい。

（2）“今” VS “イノベーション”

次に、現業ビジネスに対してイノベー
ションに向けた取組みの優先度が劣後し
てしまうという問題だ。

‐イノベーションを担う新組織を立ち上
げる。しかし、現状のビジネスへ大き
な貢献をもたらす現行部門から必ずし
もリスペクトされず、思ったように変
革を推進出来ない。

‐現業（短期）とイノベーション（中長
期）の投資優先順位で即効性のある施
策が優先される。

‐イノベーションへ別枠の予算措置をし
たとしても、現業部門から人材を拠出
できない。

‐取組みが意欲的であればあるほど、
“ビジネスケース”に不確定要素がつ
きまとう。それが“未来の可能性”を
奪ってしまう。

（3）“レガシー”が最後の足かせ

最後は、アジャイル型で新商品・サービ
スの開発にトライしても、実現までに時
間とコストがかかるケースだ。

‐高品質・高可用性の金融サービスの根
幹となっている堅牢な基幹系システム
の改修・接続に時間とコストを要する。

‐既存ベンダーの対応力が足かせとな
る。現行システムの構築・保守主体者
には、新たなチャレンジを提案・実行
するインセンティブが働きづらい。結
果、必ずしも金融機関の意図通りに動
いてくれない。

3つのキーワード

一方で、いくつかの金融機関では、イノ
ベーションを加速する上での要諦を踏ま
えた取組みに着手している。

（1）「北極星」の明確化

まず、「自行が将来どうなりたいのか」
「既存ビジネスの何を壊し、何を創造す
るのか」というアジェンダ設定が何より
重要になる。

図表1はデジタルバンクの進化ロード
マップの一例だ。どこまでのレベルをい
つまでに目指すのか、それに個別の変革
テーマを紐づけた時限付の工程表を全社
で共有することが重要な出発点となる。

（2）「外交特区」の構築

次に重要な点は、既存の枠組みに囚われ
ずイノベーションを加速させるオペレー
ティングモデルを築き上げることだ。こ
こでは、3つのポイントを挙げたい。

1つ目は新組織の活用だ。既成概念を超
えるためには既存組織では限界がある
ケースが多い。特に「既存の権益を脅威
に晒す」「既存の組織を横断する」「既
存の業務基盤が足かせとなる」「事業の
成否が読めない」といったテーマにその
傾向が顕著だ（図表2に例示）。このよ
うなアジェンダの実行には組織的な手当
が求められる。

2つ目は誰もが認める次世代リーダーの
登用だ。イノベーションへの取組みや新
組織がリスペクトされるためには、トッ
プの「変革の本気度」を伝えることが不
可欠だ。思いきった登用により、それが
「経営幹部への登竜門」になるといった
メッセージを伝え、ビジネス・テクノロ
ジー・クリエイティブなど既存の行員構
成に囚われないゼロベースでのチーム編
成に着手せねばならない。

3つ目は「調整をしない」運営形態を取
り入れるという点だ（図表3）。

デジタル・イノベーションに関わるプロ
ジェクトへの参画の経験上、「中身の検
討」よりも「調整」「合意形成」に時間
を要しているケースも少なくなく、もっ
たいないと感じることがある。一方で
「調整をしない」運営形態を確立してい
るいくつかの邦銀は極めて動きが早い。
「机上での検討」より「市場での検証・
業務での検証」を重視した運営モデルを
確立せねばならない。

（3）「脱“レガシー”」での実装
「市場での検証・業務での検証」を実現
するためには、運営モデルに加え、基幹
系システムとのつきあい方を見直さなけ
ればならない。3点を強調したい。

1点目は、基幹系に手を加えない工夫を
施すという点だ。例を示そう。邦銀でも
急激に注目を集めている「ロボティク
ス」という技術がある。これは、既存シ
ステムを前提としつつ人手によるオペ
レーションを自動化する手法だ。これを
使えば、基幹系システムに手を入れずと
も大胆な業務改革が可能だ。また、モバ
イルでの新サービス導入を企図する場
合、基幹系システムとのI/F構築にコス
ト・時間を要するケースが多い。しか
し、ロボティクスに基幹系入力を任せる
ことで、基幹系との連携を安く・早く実
現することも可能だ。

2点目は、「アジャイル型」のプログラ
ム実行アプローチへのチャレンジだ。い
わゆる、「ウォーターフォール型」と呼
ばれる規模効率追求・品質重視型のアプ
ローチは時間がかかる。月単位でのマイ
ルストーン、年単位でのリリース目標な
どといったケースも多い。週単位のマイ
ルストーン、月単位のリリース目標で、
ビジネス・テクノロジー・クリエイティ
ブ三位一体でプロジェクトを実行するこ
とが重要だ。実行にあたっては、基幹系
に依存しないプラットフォームの採用、
開発・テスト・運用の徹底した自動化、
旧来の考え方（要件決定は部長の承認が
必要など）の見直しなどに合わせて取り
組むことが必要だ。

～差別化のための次なる一手

「マイナス金利」、「Brexit」による株価下落から始まり、トランプ相場によ
る株価回復で終わった2016年。証券業界（資本市場業界）における各社では
予測不可能な市場に対して耐性をつけるように、組織構造や経営態勢の最適
化や、基幹系刷新、コスト削減などの根本的施策を実施。また、Fintechとい
うキーワードに絡んだデジタルイノベーションを試行。業界を通して、横並
びの策が多くみられた年と言えよう。

今後も引き続き予測不可能な市場環境は続くと考えられるが、昨年のような
横並びの施策では大きな収益向上は望めない。試行から実用へ、基礎から応
用へ、ITからビジネスへなど横並びからの脱却が求められる。

本稿では弊社が考える「差別化のための次なる一手」の一例について述べて
いきたい。
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ウェルスマネジメント領域における
次なる一手

まずは2016年における証券各社のウェ
ルスマネジメント領域での取組みを対面
営業施策とデジタル施策に分けて振り返
り、次なる一手を考えたい。

対面営業については、フィデューシャ
リー・デューティーに対する取組みが加
速する中で、各社は顧客本位営業への転
換に大きく舵を切っている。ゴールベー
ス・アプローチ、資産管理型営業といっ
た言葉がメディアでも盛んに喧伝されて
いるが、顧客に取引させることで得られ
る売買手数料ではなく、顧客の利益を第
一に考えて中長期の信頼関係を構築し、
預かり残高に対するコンサルティング・
フィーを得るというモデルへと転換して
きている。先行している米国に目を向け
ると、マネージド・アカウント（MA）
と呼ばれる一任型の口座が大きく拡大
し、MAの残高から得られるコンサル
ティング・フィーで7割以上の収益を確

保する金融機関も出てきている。それに
比較すると、日本でのコンサルティング
型営業モデルの構築はまだ発展途上とい
うのが現状である。本邦金融機関が今
後、本格的にコンサルティング型営業モ
デルへの転換を成功させるためには、以
下の取組みが必要と考える。

1つ目は評価体系および組織の変革であ
る。売買手数料ではなく、顧客との信頼
関係を構築し、預かり資産を増やすこと
に重点を置いた評価体系を整備すること
に加えて、コンサルティング型営業モデ
ルを推進する専門部隊を作る必要があ
る。全ての営業員の営業スタイルを一斉
に変えていくのは非現実的であるため、
専門部隊がコンサルティング型営業モデ
ルの実践・拡大のミッションを主体的に
担っていくことが求められるだろう。

2つ目は顧客へのサービス品質が営業員
の個々人の能力に依存しない仕組み作り
である。コンサルティング型営業におい
ては、営業員の市況理解や提案内容に高

い品質が求められる。これまでの営業モ
デルでは、営業員個々人の能力差により
サービス品質にばらつきが出ているのが
実情だが、この状況から脱却し、全体と
してのサービス品質底上げが必要とな
る。具体的には、トップセールスやリ
サーチチームの知見をファーム・ビュー
としてまとめ、営業員に還元することが
考えられる。コンサルティング営業で先
行する外資系金融機関は既にこのような
取り組みを積極的に展開している。

3つ目は金融グループ内での協業や他業
種との連携も含め、魅力的な商品組成お
よび富裕層向けサービス拡充が必要と考
える。富裕層が金融機関に求める商品・
サービスは多岐にわたっており、顧客
ニーズに合わせて、いかに魅力的な商
品・サービスを訴求できるかがポイント
となる。さらに、富裕層向けのサービス
（対象者限定のプレミアムツアー等）の
強化に向けては金融の枠を超えた提携が
不可欠だろう。

2017年、証券業界（資本市場業界）を占う

3点目は、既存システムベンダーへの過
度な依存はリスクが大きいという点だ。
自行システムの運営・技術の両面から親
密ベンダーとの継続的な信頼関係は欠か
せない。一方で、彼らには既得権益を壊
すような大胆なチャレンジを起こす力学
が働きにくいことも事実だ。変化の激し
いデジタル領域は自社要員のケイパビリ
ティ強化、既存ベンダーとの競争を加速
する第三者の活用などにも手をつける必
要があろう。

おわりに

「フィンテック」「イノベーション」といっ
たキーワードだけに踊らされる時機は過
ぎた。ビジネスモデルをどう変えるか、
コスト構造をどう変えるか、新たな顧客
体験で顧客をいかに囲い込むか、など、
取組みの果実を享受すべき時機を迎えて
いる。

本年も、変革意欲に溢れるクライアント
の皆さまと、「大胆に」「早く」イノ
ベーションを形にしていくための仕事に
力を注ぎたい。
 

次にデジタルの取組みについて見ていき
たい。2016年度はロボ・アドバイザー
等のFintechを活用した非対面チャネル
の施策が目立ったが、こうした取組みの
多くは、各社横並びの状況にあり、単に
デジタル施策に取組むだけでは、明確な
差別化要素となりづらくなっている。ま
たFintech専業プレイヤーの台頭も著し
い中、既存金融機関はいかに競争優位を
獲得・維持するか再考を迫られている。

弊社としては、デジタルとヒューマンの
融合が次の一手のカギとなると考えてい
る。デジタル施策はいかに工夫を凝らし
たとしても模倣が容易であり、単体では
差別化要素とはなり難い。また、弊社に
て実施した富裕層へのインタビュー調査
等でも、高額の投資の意思決定をする場
合には、デジタル感度が高い顧客であっ
ても対面で相談したいというニーズを強
く持っていることが分かっており、デジ
タルの中で、どのようにヒューマン要素を
組み入れるかが差別化のポイントとなる。

デジタルとヒューマンの融合には、非対
面チャネルにヒューマン・タッチポイン
トを追加するというアプローチと、対面
チャネルにデジタルを活用して強化する
というアプローチがあるが、本邦金融機
関の多くは対面チャネルを主としている
ため、ここでは後者について記述したい。

対面営業へのデジタル導入は、各社で取
組みが始まっており、ライフプラン、
ポートフォリオシミュレーション、
CRM等のツールは既に導入されている
場合が多い。一方でそれらのツールが独
立して存在し、ライフプランやポート
フォリオシミュレーションの結果が
CRMに連携されず、貴重な顧客データ
を十分に営業に活用できていない等、デ
ジタル活用のメリットを十分に享受でき
ていない状況も見受けられる。

今後、独立して存在する各デジタルツー
ルを融合し、営業プロセスを一気通貫し
てサポートすることが、デジタル活用メ

リットの最大化に繋がり、大きな差別化
要素になると考える。弊社ではそのよう
な考えに従い、4つの機能群により営業
の全プロセスを統合的にサポートするデ
ジタル・ウェルス・マネジメントという
ソリューションを構築し、現在国内外の
金融機関への導入を進めている（図表
1）。このソリューションを活用するこ
とで、ターゲティング～モニタリングに
至る一連の営業の流れをシングルプラッ
トフォームでサポートし、情報連携の効
率化や顧客の深い理解を実現することが
可能になる。

マーケット領域における次なる一手

証券会社や投資銀行部門におけるマー
ケット領域としては、2016年の株価変
動による影響を顕著に受け、上期の赤字
から下期には黒字に転じるといったこと
も多々見受けられた。正にマーケットの
不透明性に左右された一年であったと認
識している。

加えて、多くの規制対応やガバナンス強
化に対する恒常的なコストが収益を圧迫
し、結果としてマーケット領域において
は戦略的施策が実施できず、投資抑制に
舵を切らざるを得ない状況となり、表向
きには各社横並びの施策が多かった年と
言える。

しかしながら、水面下では着々と次に向
けた準備が始まっている。Fintechに代
表されるイノベーティブなデジタル技術
を利用した新しい取り組みについては各
社ともに研究を続けている認識だ。一般
的に、このような技術はリテール事業で
あるウェルスマネジメント領域での起用
が期待されているが、マーケット領域に
おいてもブロックチェーンやクラウド、
ロボティクスプロセスオートメーション
（RPA）、AIなどはトレーディング、オ
ペレーション、コンプライアンス、コー
ポレート業務にまでわたって非常に有用
である。

2017年は、これらを用いた次なる一手
が命運を分けることになると考える。す
でに欧米の各国では新技術を用いた次な
る一手が始まっている。

本邦ではいまだPrivate Cloudの導入検討
が主流だが米国の金融機関ではシステム
運用コストの削減及び変動費率向上、IT
資産のスリム化を目的とした大胆な
Public Cloudへの移行を実施中である。

また、RPAに関しても本邦ではPOCを開
始した程度だが、欧米の金融機関におい
ては新規に発生した5,000人月程度の業
務オペレーションを1,000体のロボット
で代用するなど本格的な導入が開始され
ている。

これらは、あくまで先進事例の一部に過
ぎないが、横並び脱却を狙いとした本格
施行が開始されていることを証明して
いる。

今後は、大胆かつ明確なターゲットを
トップマネジメントレベルで策定し、全
社的な指針として次なる一手を打ちだ
し、実行していくことが必要である。そ
れに際し、弊社では「Top10 Challenge
（図表2）」と称してマーケット領域に
おける今後の重要テーマを策定して、そ
れぞれに対するソリューション案を提案
していくつもりである。

ブロックチェーンにおける次なる一手

昨今、金融機関においては「ブロック
チェーン」の導入が期待されている。事
実として多くの企業は研究チームを立ち
上げて、技術検証をしている。しかしな
がら、実用化まで見えている企業は少な
いのではないだろうか。

対象とする業務領域の選定、技術的な実
用化課題など、実用化にあたっては高い
ハードルが待ち受けている。業務領域の

選定については金融機関ごとに様々な施
策が取られると思うが、技術的な実用化
課題に対しては各社共通であると思わ
れる。

ここでは技術的な実用化課題の一つ
を解決する可能性がある、弊社が開
発した「訂正可能なブロックチェーン
（Redactable BlockChain）」を紹介したい。

従来のブロックチェーンは、各ブロック
が直前のブロックのハッシュ値を含んで
おり、それがブロック同士をリンクさせ
ていた。この仕組みにより、ハッシュ値
が変更されるとブロック間のリンクは失
われるため、絶対的な耐改ざん性が保証
されるというのが利点の一つであった。
ただ、この強固すぎる耐改ざん性は「修
正不可能」という問題を抱えさせてい
る。外部攻撃や人的ミスなどが発生した
場合は往来「ハードフォーク /ソフト
フォーク」のような手法を用いて、以降

のブロックを全て廃棄したり、全て上書
きしたりしていたため、ブロックチェー
ン利用に中断をもたらし、大きなコスト
負担が発生していた。

これに対してRedactable Blockchainは、
パーミッション型ブロックチェーンにお
いてカメレオンハッシュと呼ばれるハッ
シュを用いることで、チェーンを破壊せ
ず、ブロック間のリンクを解除し、新し
いブロックと古いブロックのみを置換さ
せ、修正による中断を最小限に抑えるこ
とを可能としている。また、ブロックの
変更は、半永久的かつ変更不能な形で自
動的に記録されるため、履歴管理やデー
タ監査に用いることも可能である。つま
り、訂正可能でありながらもブロック
チェーンのタンパーエビデンス性（未開
封保証機能）は維持されている。

なお訂正権限は、事前合意された複数の
管理者が分散保有する秘密鍵が組み合わ

さらない限り有効化されない。そのた
め、適切な抑制均衡が確保され、透明性
の高いガバナンスを構築可能である。

弊社は「訂正可能なブロックチェーン」
により、金融機関におけるブロック
チェーンソリューションの実用性と有用
性が高まり、その普及が加速されると見
ている。

終わりに

本稿での内容は差別化のための一例でし
かない。ただ、2017年における各社の
戦略で『差別化』というのは非常に重要
なテーマになると想定される。2016年
に検討した施策や技術の実用化や多様化
は企業の成長や収益拡大に大きく寄与す
るはずである。弊社としては差別化のた
めの「次なる一手」を用意して金融機関
の成長の手助けをしていきたいと考えて
いる。
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実行力が問われる

銀行の経営幹部の方々と意見交換をさせ
ていただくと、デジタル・トランスフォー
メーションの加速は不可避だとの声が大
多数だ。

それは、昨今の収益環境を鑑みるに“猶
予期間”は限定的だとする見方や、社会
や顧客のデジタル化の流れは不可避だと
の見方に基づくものだ。

あるトップマネジメントの方からは「デ
ジタル・イノベーションのプロジェクト
に失敗するリスクよりも、プロジェクト
の経験値を積まないリスクの方が大き
い」とのご意見を伺った。

しかしながら、関連する取組みが加速し
ているかと問われると、依然として金融
機関毎に、あるいは経営と現場の間に温
度差があるというのが偽らざる実感だ。

「早くやってみる」の難しさ

例えば、次のような事例に頭を悩ませて
いる方も多かろう。

（1）“アジェンダ不在”で迷路に

まず、実現したいビジョンやアジェンダ
レベルでの共通認識がないが故に、実行
のスピード感がなくなるケースだ。

‐個別部門にはそれぞれにデジタルテー
マはある。しかし、個々の案件の関連
や目指す方向性に照らした案件の位置
づけに議論を要し、なかなか着手にい
たらない。

‐AIなどの新技術、新興企業が提供する
新たなソリューションに着目して案件
化を進める。しかし、それが自行ビジ
ネスにとって、どれ程の価値があるか
見極められないため、ビジネス化に向
けて強力に推進する力学が生まれず、
成果につながりにくい。

（2）“今” VS “イノベーション”

次に、現業ビジネスに対してイノベー
ションに向けた取組みの優先度が劣後し
てしまうという問題だ。

‐イノベーションを担う新組織を立ち上
げる。しかし、現状のビジネスへ大き
な貢献をもたらす現行部門から必ずし
もリスペクトされず、思ったように変
革を推進出来ない。

‐現業（短期）とイノベーション（中長
期）の投資優先順位で即効性のある施
策が優先される。

‐イノベーションへ別枠の予算措置をし
たとしても、現業部門から人材を拠出
できない。

‐取組みが意欲的であればあるほど、
“ビジネスケース”に不確定要素がつ
きまとう。それが“未来の可能性”を
奪ってしまう。

（3）“レガシー”が最後の足かせ

最後は、アジャイル型で新商品・サービ
スの開発にトライしても、実現までに時
間とコストがかかるケースだ。

‐高品質・高可用性の金融サービスの根
幹となっている堅牢な基幹系システム
の改修・接続に時間とコストを要する。

‐既存ベンダーの対応力が足かせとな
る。現行システムの構築・保守主体者
には、新たなチャレンジを提案・実行
するインセンティブが働きづらい。結
果、必ずしも金融機関の意図通りに動
いてくれない。

3つのキーワード

一方で、いくつかの金融機関では、イノ
ベーションを加速する上での要諦を踏ま
えた取組みに着手している。

（1）「北極星」の明確化

まず、「自行が将来どうなりたいのか」
「既存ビジネスの何を壊し、何を創造す
るのか」というアジェンダ設定が何より
重要になる。

図表1はデジタルバンクの進化ロード
マップの一例だ。どこまでのレベルをい
つまでに目指すのか、それに個別の変革
テーマを紐づけた時限付の工程表を全社
で共有することが重要な出発点となる。

（2）「外交特区」の構築

次に重要な点は、既存の枠組みに囚われ
ずイノベーションを加速させるオペレー
ティングモデルを築き上げることだ。こ
こでは、3つのポイントを挙げたい。

1つ目は新組織の活用だ。既成概念を超
えるためには既存組織では限界がある
ケースが多い。特に「既存の権益を脅威
に晒す」「既存の組織を横断する」「既
存の業務基盤が足かせとなる」「事業の
成否が読めない」といったテーマにその
傾向が顕著だ（図表2に例示）。このよ
うなアジェンダの実行には組織的な手当
が求められる。

2つ目は誰もが認める次世代リーダーの
登用だ。イノベーションへの取組みや新
組織がリスペクトされるためには、トッ
プの「変革の本気度」を伝えることが不
可欠だ。思いきった登用により、それが
「経営幹部への登竜門」になるといった
メッセージを伝え、ビジネス・テクノロ
ジー・クリエイティブなど既存の行員構
成に囚われないゼロベースでのチーム編
成に着手せねばならない。

3つ目は「調整をしない」運営形態を取
り入れるという点だ（図表3）。

デジタル・イノベーションに関わるプロ
ジェクトへの参画の経験上、「中身の検
討」よりも「調整」「合意形成」に時間
を要しているケースも少なくなく、もっ
たいないと感じることがある。一方で
「調整をしない」運営形態を確立してい
るいくつかの邦銀は極めて動きが早い。
「机上での検討」より「市場での検証・
業務での検証」を重視した運営モデルを
確立せねばならない。

（3）「脱“レガシー”」での実装
「市場での検証・業務での検証」を実現
するためには、運営モデルに加え、基幹
系システムとのつきあい方を見直さなけ
ればならない。3点を強調したい。

1点目は、基幹系に手を加えない工夫を
施すという点だ。例を示そう。邦銀でも
急激に注目を集めている「ロボティク
ス」という技術がある。これは、既存シ
ステムを前提としつつ人手によるオペ
レーションを自動化する手法だ。これを
使えば、基幹系システムに手を入れずと
も大胆な業務改革が可能だ。また、モバ
イルでの新サービス導入を企図する場
合、基幹系システムとのI/F構築にコス
ト・時間を要するケースが多い。しか
し、ロボティクスに基幹系入力を任せる
ことで、基幹系との連携を安く・早く実
現することも可能だ。

2点目は、「アジャイル型」のプログラ
ム実行アプローチへのチャレンジだ。い
わゆる、「ウォーターフォール型」と呼
ばれる規模効率追求・品質重視型のアプ
ローチは時間がかかる。月単位でのマイ
ルストーン、年単位でのリリース目標な
どといったケースも多い。週単位のマイ
ルストーン、月単位のリリース目標で、
ビジネス・テクノロジー・クリエイティ
ブ三位一体でプロジェクトを実行するこ
とが重要だ。実行にあたっては、基幹系
に依存しないプラットフォームの採用、
開発・テスト・運用の徹底した自動化、
旧来の考え方（要件決定は部長の承認が
必要など）の見直しなどに合わせて取り
組むことが必要だ。

ウェルスマネジメント領域における
次なる一手

まずは2016年における証券各社のウェ
ルスマネジメント領域での取組みを対面
営業施策とデジタル施策に分けて振り返
り、次なる一手を考えたい。

対面営業については、フィデューシャ
リー・デューティーに対する取組みが加
速する中で、各社は顧客本位営業への転
換に大きく舵を切っている。ゴールベー
ス・アプローチ、資産管理型営業といっ
た言葉がメディアでも盛んに喧伝されて
いるが、顧客に取引させることで得られ
る売買手数料ではなく、顧客の利益を第
一に考えて中長期の信頼関係を構築し、
預かり残高に対するコンサルティング・
フィーを得るというモデルへと転換して
きている。先行している米国に目を向け
ると、マネージド・アカウント（MA）
と呼ばれる一任型の口座が大きく拡大
し、MAの残高から得られるコンサル
ティング・フィーで7割以上の収益を確

保する金融機関も出てきている。それに
比較すると、日本でのコンサルティング
型営業モデルの構築はまだ発展途上とい
うのが現状である。本邦金融機関が今
後、本格的にコンサルティング型営業モ
デルへの転換を成功させるためには、以
下の取組みが必要と考える。

1つ目は評価体系および組織の変革であ
る。売買手数料ではなく、顧客との信頼
関係を構築し、預かり資産を増やすこと
に重点を置いた評価体系を整備すること
に加えて、コンサルティング型営業モデ
ルを推進する専門部隊を作る必要があ
る。全ての営業員の営業スタイルを一斉
に変えていくのは非現実的であるため、
専門部隊がコンサルティング型営業モデ
ルの実践・拡大のミッションを主体的に
担っていくことが求められるだろう。

2つ目は顧客へのサービス品質が営業員
の個々人の能力に依存しない仕組み作り
である。コンサルティング型営業におい
ては、営業員の市況理解や提案内容に高

い品質が求められる。これまでの営業モ
デルでは、営業員個々人の能力差により
サービス品質にばらつきが出ているのが
実情だが、この状況から脱却し、全体と
してのサービス品質底上げが必要とな
る。具体的には、トップセールスやリ
サーチチームの知見をファーム・ビュー
としてまとめ、営業員に還元することが
考えられる。コンサルティング営業で先
行する外資系金融機関は既にこのような
取り組みを積極的に展開している。

3つ目は金融グループ内での協業や他業
種との連携も含め、魅力的な商品組成お
よび富裕層向けサービス拡充が必要と考
える。富裕層が金融機関に求める商品・
サービスは多岐にわたっており、顧客
ニーズに合わせて、いかに魅力的な商
品・サービスを訴求できるかがポイント
となる。さらに、富裕層向けのサービス
（対象者限定のプレミアムツアー等）の
強化に向けては金融の枠を超えた提携が
不可欠だろう。

図表1   デジタル・ウェルスマネジメント

© 2017 Accenture All rights reserved. 

3点目は、既存システムベンダーへの過
度な依存はリスクが大きいという点だ。
自行システムの運営・技術の両面から親
密ベンダーとの継続的な信頼関係は欠か
せない。一方で、彼らには既得権益を壊
すような大胆なチャレンジを起こす力学
が働きにくいことも事実だ。変化の激し
いデジタル領域は自社要員のケイパビリ
ティ強化、既存ベンダーとの競争を加速
する第三者の活用などにも手をつける必
要があろう。

おわりに

「フィンテック」「イノベーション」といっ
たキーワードだけに踊らされる時機は過
ぎた。ビジネスモデルをどう変えるか、
コスト構造をどう変えるか、新たな顧客
体験で顧客をいかに囲い込むか、など、
取組みの果実を享受すべき時機を迎えて
いる。

本年も、変革意欲に溢れるクライアント
の皆さまと、「大胆に」「早く」イノ
ベーションを形にしていくための仕事に
力を注ぎたい。
 

次にデジタルの取組みについて見ていき
たい。2016年度はロボ・アドバイザー
等のFintechを活用した非対面チャネル
の施策が目立ったが、こうした取組みの
多くは、各社横並びの状況にあり、単に
デジタル施策に取組むだけでは、明確な
差別化要素となりづらくなっている。ま
たFintech専業プレイヤーの台頭も著し
い中、既存金融機関はいかに競争優位を
獲得・維持するか再考を迫られている。

弊社としては、デジタルとヒューマンの
融合が次の一手のカギとなると考えてい
る。デジタル施策はいかに工夫を凝らし
たとしても模倣が容易であり、単体では
差別化要素とはなり難い。また、弊社に
て実施した富裕層へのインタビュー調査
等でも、高額の投資の意思決定をする場
合には、デジタル感度が高い顧客であっ
ても対面で相談したいというニーズを強
く持っていることが分かっており、デジ
タルの中で、どのようにヒューマン要素を
組み入れるかが差別化のポイントとなる。

デジタルとヒューマンの融合には、非対
面チャネルにヒューマン・タッチポイン
トを追加するというアプローチと、対面
チャネルにデジタルを活用して強化する
というアプローチがあるが、本邦金融機
関の多くは対面チャネルを主としている
ため、ここでは後者について記述したい。

対面営業へのデジタル導入は、各社で取
組みが始まっており、ライフプラン、
ポートフォリオシミュレーション、
CRM等のツールは既に導入されている
場合が多い。一方でそれらのツールが独
立して存在し、ライフプランやポート
フォリオシミュレーションの結果が
CRMに連携されず、貴重な顧客データ
を十分に営業に活用できていない等、デ
ジタル活用のメリットを十分に享受でき
ていない状況も見受けられる。

今後、独立して存在する各デジタルツー
ルを融合し、営業プロセスを一気通貫し
てサポートすることが、デジタル活用メ

リットの最大化に繋がり、大きな差別化
要素になると考える。弊社ではそのよう
な考えに従い、4つの機能群により営業
の全プロセスを統合的にサポートするデ
ジタル・ウェルス・マネジメントという
ソリューションを構築し、現在国内外の
金融機関への導入を進めている（図表
1）。このソリューションを活用するこ
とで、ターゲティング～モニタリングに
至る一連の営業の流れをシングルプラッ
トフォームでサポートし、情報連携の効
率化や顧客の深い理解を実現することが
可能になる。

マーケット領域における次なる一手

証券会社や投資銀行部門におけるマー
ケット領域としては、2016年の株価変
動による影響を顕著に受け、上期の赤字
から下期には黒字に転じるといったこと
も多々見受けられた。正にマーケットの
不透明性に左右された一年であったと認
識している。

加えて、多くの規制対応やガバナンス強
化に対する恒常的なコストが収益を圧迫
し、結果としてマーケット領域において
は戦略的施策が実施できず、投資抑制に
舵を切らざるを得ない状況となり、表向
きには各社横並びの施策が多かった年と
言える。

しかしながら、水面下では着々と次に向
けた準備が始まっている。Fintechに代
表されるイノベーティブなデジタル技術
を利用した新しい取り組みについては各
社ともに研究を続けている認識だ。一般
的に、このような技術はリテール事業で
あるウェルスマネジメント領域での起用
が期待されているが、マーケット領域に
おいてもブロックチェーンやクラウド、
ロボティクスプロセスオートメーション
（RPA）、AIなどはトレーディング、オ
ペレーション、コンプライアンス、コー
ポレート業務にまでわたって非常に有用
である。

2017年は、これらを用いた次なる一手
が命運を分けることになると考える。す
でに欧米の各国では新技術を用いた次な
る一手が始まっている。

本邦ではいまだPrivate Cloudの導入検討
が主流だが米国の金融機関ではシステム
運用コストの削減及び変動費率向上、IT
資産のスリム化を目的とした大胆な
Public Cloudへの移行を実施中である。

また、RPAに関しても本邦ではPOCを開
始した程度だが、欧米の金融機関におい
ては新規に発生した5,000人月程度の業
務オペレーションを1,000体のロボット
で代用するなど本格的な導入が開始され
ている。

これらは、あくまで先進事例の一部に過
ぎないが、横並び脱却を狙いとした本格
施行が開始されていることを証明して
いる。

今後は、大胆かつ明確なターゲットを
トップマネジメントレベルで策定し、全
社的な指針として次なる一手を打ちだ
し、実行していくことが必要である。そ
れに際し、弊社では「Top10 Challenge
（図表2）」と称してマーケット領域に
おける今後の重要テーマを策定して、そ
れぞれに対するソリューション案を提案
していくつもりである。

ブロックチェーンにおける次なる一手

昨今、金融機関においては「ブロック
チェーン」の導入が期待されている。事
実として多くの企業は研究チームを立ち
上げて、技術検証をしている。しかしな
がら、実用化まで見えている企業は少な
いのではないだろうか。

対象とする業務領域の選定、技術的な実
用化課題など、実用化にあたっては高い
ハードルが待ち受けている。業務領域の

選定については金融機関ごとに様々な施
策が取られると思うが、技術的な実用化
課題に対しては各社共通であると思わ
れる。

ここでは技術的な実用化課題の一つ
を解決する可能性がある、弊社が開
発した「訂正可能なブロックチェーン
（Redactable BlockChain）」を紹介したい。

従来のブロックチェーンは、各ブロック
が直前のブロックのハッシュ値を含んで
おり、それがブロック同士をリンクさせ
ていた。この仕組みにより、ハッシュ値
が変更されるとブロック間のリンクは失
われるため、絶対的な耐改ざん性が保証
されるというのが利点の一つであった。
ただ、この強固すぎる耐改ざん性は「修
正不可能」という問題を抱えさせてい
る。外部攻撃や人的ミスなどが発生した
場合は往来「ハードフォーク /ソフト
フォーク」のような手法を用いて、以降

のブロックを全て廃棄したり、全て上書
きしたりしていたため、ブロックチェー
ン利用に中断をもたらし、大きなコスト
負担が発生していた。

これに対してRedactable Blockchainは、
パーミッション型ブロックチェーンにお
いてカメレオンハッシュと呼ばれるハッ
シュを用いることで、チェーンを破壊せ
ず、ブロック間のリンクを解除し、新し
いブロックと古いブロックのみを置換さ
せ、修正による中断を最小限に抑えるこ
とを可能としている。また、ブロックの
変更は、半永久的かつ変更不能な形で自
動的に記録されるため、履歴管理やデー
タ監査に用いることも可能である。つま
り、訂正可能でありながらもブロック
チェーンのタンパーエビデンス性（未開
封保証機能）は維持されている。

なお訂正権限は、事前合意された複数の
管理者が分散保有する秘密鍵が組み合わ

さらない限り有効化されない。そのた
め、適切な抑制均衡が確保され、透明性
の高いガバナンスを構築可能である。

弊社は「訂正可能なブロックチェーン」
により、金融機関におけるブロック
チェーンソリューションの実用性と有用
性が高まり、その普及が加速されると見
ている。

終わりに

本稿での内容は差別化のための一例でし
かない。ただ、2017年における各社の
戦略で『差別化』というのは非常に重要
なテーマになると想定される。2016年
に検討した施策や技術の実用化や多様化
は企業の成長や収益拡大に大きく寄与す
るはずである。弊社としては差別化のた
めの「次なる一手」を用意して金融機関
の成長の手助けをしていきたいと考えて
いる。

ターゲティング

ターゲティング

提案サポート

シミュレー
ション

モニタリング

提供機能
顧客情報を管理、アプローチすべき顧
客やアプローチすべきタイミングをリ
コメンドすることで、ターゲティング
の精度を向上させる

顧客情報
一元管理

ｲﾍﾞﾝﾄ管理・
ｱﾗｰﾄ提示

商品
リコメンド

モニタリング
営業の目標・実績を営業員から管理職
まで一元的に管理する
営業におけるKP Iをモニタリング・
フィードバックする

目標・実績
管理

KPI
モニタリング

タスク
管理

シミュレーション
顧客への情報提供やライフプラン・
ゴールシミュレーション、ポートフォ
リオシミュレーションを行い、潜在的
なニーズを引き出す

ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝ・ 
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

ﾆｰｽﾞ
ﾋｱﾘﾝｸﾞ

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ
提案

提案サポート
顧客に提案する商品の紹介用資料を画
面にて表示する
取引プロセスを電子化することで、煩雑
な処理を軽減する

投資関連
情報提供

提案資料
提示・
TV会議

取引ｻﾎﾟｰﾄ・
発注

Digital
Wealth

Management
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ウェルスマネジメント領域における
次なる一手

まずは2016年における証券各社のウェ
ルスマネジメント領域での取組みを対面
営業施策とデジタル施策に分けて振り返
り、次なる一手を考えたい。

対面営業については、フィデューシャ
リー・デューティーに対する取組みが加
速する中で、各社は顧客本位営業への転
換に大きく舵を切っている。ゴールベー
ス・アプローチ、資産管理型営業といっ
た言葉がメディアでも盛んに喧伝されて
いるが、顧客に取引させることで得られ
る売買手数料ではなく、顧客の利益を第
一に考えて中長期の信頼関係を構築し、
預かり残高に対するコンサルティング・
フィーを得るというモデルへと転換して
きている。先行している米国に目を向け
ると、マネージド・アカウント（MA）
と呼ばれる一任型の口座が大きく拡大
し、MAの残高から得られるコンサル
ティング・フィーで7割以上の収益を確

保する金融機関も出てきている。それに
比較すると、日本でのコンサルティング
型営業モデルの構築はまだ発展途上とい
うのが現状である。本邦金融機関が今
後、本格的にコンサルティング型営業モ
デルへの転換を成功させるためには、以
下の取組みが必要と考える。

1つ目は評価体系および組織の変革であ
る。売買手数料ではなく、顧客との信頼
関係を構築し、預かり資産を増やすこと
に重点を置いた評価体系を整備すること
に加えて、コンサルティング型営業モデ
ルを推進する専門部隊を作る必要があ
る。全ての営業員の営業スタイルを一斉
に変えていくのは非現実的であるため、
専門部隊がコンサルティング型営業モデ
ルの実践・拡大のミッションを主体的に
担っていくことが求められるだろう。

2つ目は顧客へのサービス品質が営業員
の個々人の能力に依存しない仕組み作り
である。コンサルティング型営業におい
ては、営業員の市況理解や提案内容に高

い品質が求められる。これまでの営業モ
デルでは、営業員個々人の能力差により
サービス品質にばらつきが出ているのが
実情だが、この状況から脱却し、全体と
してのサービス品質底上げが必要とな
る。具体的には、トップセールスやリ
サーチチームの知見をファーム・ビュー
としてまとめ、営業員に還元することが
考えられる。コンサルティング営業で先
行する外資系金融機関は既にこのような
取り組みを積極的に展開している。

3つ目は金融グループ内での協業や他業
種との連携も含め、魅力的な商品組成お
よび富裕層向けサービス拡充が必要と考
える。富裕層が金融機関に求める商品・
サービスは多岐にわたっており、顧客
ニーズに合わせて、いかに魅力的な商
品・サービスを訴求できるかがポイント
となる。さらに、富裕層向けのサービス
（対象者限定のプレミアムツアー等）の
強化に向けては金融の枠を超えた提携が
不可欠だろう。

近未来社会
Society 5.0（超スマート社会の実現）

近未来社会のあり様を述べる際に、
Industry 4.0など加速する他国の取り組み
の後押しもあり、科学技術基本計画第5
期（2016年度から20年度）のキャッチ
フレーズとなっている「Society（ソサ
エティー）5.0」を見ていきたい。人類
がこれまで歩んできた「狩猟」「農耕」
「工業」「情報」に次ぐ第5の新たな社
会を、技術革新（イノベーション）に
よって生み出すSociety 5.0（超スマート
社会）とは、『産業競争力の徹底的強
化』、『人中心の社会の構築』、『社会・
経済課題の解決』の実現に資するシステ
ムの構築を官民連携で推進する取り組み
で、課題の解決のために11システムの開
発と共通利用可能な「モノのインター
ネット（Internet of Things以下、IoT）」

共通プラットフォーム構築を行い（図表
1）、社会・経済の構造が大きく変わる
「大変革時代」に備えるものである。

詳細は公知の情報に譲りたいが、セン
サーなどIoT技術を駆使したデータ収集
を起点とした近未来像を定義している
点、顧客の意識・価値観はモノからコト
（成果・体験）へシフトし個人の変革力
が増大すると予測している点、及び全て
の先進国が遅かれ早かれ直面する「課題
先進国」化という「危機」を「転機」と
捉え、国際競争力の強化ならびに地球規
模の課題解決へ寄与することを狙ってい
る点がメインのコンセプトであると理解
している。

それでは、この近未来社会で保険会社は
どのような変化に備え、またどのような
役割を担うべきなのか。

近未来社会の保険会社

超スマート社会において、保険会社とし
て提供すべき顧客価値の範囲と内容はど
の様にかわるのか。まず、既存の保険会
社のスコープについては、例えばウェラ
ブルやセンサーにより個人の健康状態を
常時・客観的に把握でき、そもそもの傷
病発生を抑制したり、個人の健康リスク
が可視化されることにより、特定の疾病
リスクのみの需要になったり（万人向け
の三大疾病などのパッケージ商品から、
個人が必要となる疾病のみのニーズ）な
ど、総じて既存の保険商品に対する需要
の減少が見込まれる。

一方で、従来の万が一の保証からリスク
抑制（予防）やQoL向上（アフターケ
ア）に対する需要が増大し、同時に、そ
れらのサービスを実現する仕組みに新た

図表2   Top10 Challenges for Investment Banking 2017
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次にデジタルの取組みについて見ていき
たい。2016年度はロボ・アドバイザー
等のFintechを活用した非対面チャネル
の施策が目立ったが、こうした取組みの
多くは、各社横並びの状況にあり、単に
デジタル施策に取組むだけでは、明確な
差別化要素となりづらくなっている。ま
たFintech専業プレイヤーの台頭も著し
い中、既存金融機関はいかに競争優位を
獲得・維持するか再考を迫られている。

弊社としては、デジタルとヒューマンの
融合が次の一手のカギとなると考えてい
る。デジタル施策はいかに工夫を凝らし
たとしても模倣が容易であり、単体では
差別化要素とはなり難い。また、弊社に
て実施した富裕層へのインタビュー調査
等でも、高額の投資の意思決定をする場
合には、デジタル感度が高い顧客であっ
ても対面で相談したいというニーズを強
く持っていることが分かっており、デジ
タルの中で、どのようにヒューマン要素を
組み入れるかが差別化のポイントとなる。

デジタルとヒューマンの融合には、非対
面チャネルにヒューマン・タッチポイン
トを追加するというアプローチと、対面
チャネルにデジタルを活用して強化する
というアプローチがあるが、本邦金融機
関の多くは対面チャネルを主としている
ため、ここでは後者について記述したい。

対面営業へのデジタル導入は、各社で取
組みが始まっており、ライフプラン、
ポートフォリオシミュレーション、
CRM等のツールは既に導入されている
場合が多い。一方でそれらのツールが独
立して存在し、ライフプランやポート
フォリオシミュレーションの結果が
CRMに連携されず、貴重な顧客データ
を十分に営業に活用できていない等、デ
ジタル活用のメリットを十分に享受でき
ていない状況も見受けられる。

今後、独立して存在する各デジタルツー
ルを融合し、営業プロセスを一気通貫し
てサポートすることが、デジタル活用メ

リットの最大化に繋がり、大きな差別化
要素になると考える。弊社ではそのよう
な考えに従い、4つの機能群により営業
の全プロセスを統合的にサポートするデ
ジタル・ウェルス・マネジメントという
ソリューションを構築し、現在国内外の
金融機関への導入を進めている（図表
1）。このソリューションを活用するこ
とで、ターゲティング～モニタリングに
至る一連の営業の流れをシングルプラッ
トフォームでサポートし、情報連携の効
率化や顧客の深い理解を実現することが
可能になる。

マーケット領域における次なる一手

証券会社や投資銀行部門におけるマー
ケット領域としては、2016年の株価変
動による影響を顕著に受け、上期の赤字
から下期には黒字に転じるといったこと
も多々見受けられた。正にマーケットの
不透明性に左右された一年であったと認
識している。

加えて、多くの規制対応やガバナンス強
化に対する恒常的なコストが収益を圧迫
し、結果としてマーケット領域において
は戦略的施策が実施できず、投資抑制に
舵を切らざるを得ない状況となり、表向
きには各社横並びの施策が多かった年と
言える。

しかしながら、水面下では着々と次に向
けた準備が始まっている。Fintechに代
表されるイノベーティブなデジタル技術
を利用した新しい取り組みについては各
社ともに研究を続けている認識だ。一般
的に、このような技術はリテール事業で
あるウェルスマネジメント領域での起用
が期待されているが、マーケット領域に
おいてもブロックチェーンやクラウド、
ロボティクスプロセスオートメーション
（RPA）、AIなどはトレーディング、オ
ペレーション、コンプライアンス、コー
ポレート業務にまでわたって非常に有用
である。

2017年は、これらを用いた次なる一手
が命運を分けることになると考える。す
でに欧米の各国では新技術を用いた次な
る一手が始まっている。

本邦ではいまだPrivate Cloudの導入検討
が主流だが米国の金融機関ではシステム
運用コストの削減及び変動費率向上、IT
資産のスリム化を目的とした大胆な
Public Cloudへの移行を実施中である。

また、RPAに関しても本邦ではPOCを開
始した程度だが、欧米の金融機関におい
ては新規に発生した5,000人月程度の業
務オペレーションを1,000体のロボット
で代用するなど本格的な導入が開始され
ている。

これらは、あくまで先進事例の一部に過
ぎないが、横並び脱却を狙いとした本格
施行が開始されていることを証明して
いる。

今後は、大胆かつ明確なターゲットを
トップマネジメントレベルで策定し、全
社的な指針として次なる一手を打ちだ
し、実行していくことが必要である。そ
れに際し、弊社では「Top10 Challenge
（図表2）」と称してマーケット領域に
おける今後の重要テーマを策定して、そ
れぞれに対するソリューション案を提案
していくつもりである。

ブロックチェーンにおける次なる一手

昨今、金融機関においては「ブロック
チェーン」の導入が期待されている。事
実として多くの企業は研究チームを立ち
上げて、技術検証をしている。しかしな
がら、実用化まで見えている企業は少な
いのではないだろうか。

対象とする業務領域の選定、技術的な実
用化課題など、実用化にあたっては高い
ハードルが待ち受けている。業務領域の

選定については金融機関ごとに様々な施
策が取られると思うが、技術的な実用化
課題に対しては各社共通であると思わ
れる。

ここでは技術的な実用化課題の一つ
を解決する可能性がある、弊社が開
発した「訂正可能なブロックチェーン
（Redactable BlockChain）」を紹介したい。

従来のブロックチェーンは、各ブロック
が直前のブロックのハッシュ値を含んで
おり、それがブロック同士をリンクさせ
ていた。この仕組みにより、ハッシュ値
が変更されるとブロック間のリンクは失
われるため、絶対的な耐改ざん性が保証
されるというのが利点の一つであった。
ただ、この強固すぎる耐改ざん性は「修
正不可能」という問題を抱えさせてい
る。外部攻撃や人的ミスなどが発生した
場合は往来「ハードフォーク /ソフト
フォーク」のような手法を用いて、以降

のブロックを全て廃棄したり、全て上書
きしたりしていたため、ブロックチェー
ン利用に中断をもたらし、大きなコスト
負担が発生していた。

これに対してRedactable Blockchainは、
パーミッション型ブロックチェーンにお
いてカメレオンハッシュと呼ばれるハッ
シュを用いることで、チェーンを破壊せ
ず、ブロック間のリンクを解除し、新し
いブロックと古いブロックのみを置換さ
せ、修正による中断を最小限に抑えるこ
とを可能としている。また、ブロックの
変更は、半永久的かつ変更不能な形で自
動的に記録されるため、履歴管理やデー
タ監査に用いることも可能である。つま
り、訂正可能でありながらもブロック
チェーンのタンパーエビデンス性（未開
封保証機能）は維持されている。

なお訂正権限は、事前合意された複数の
管理者が分散保有する秘密鍵が組み合わ

さらない限り有効化されない。そのた
め、適切な抑制均衡が確保され、透明性
の高いガバナンスを構築可能である。

弊社は「訂正可能なブロックチェーン」
により、金融機関におけるブロック
チェーンソリューションの実用性と有用
性が高まり、その普及が加速されると見
ている。

終わりに

本稿での内容は差別化のための一例でし
かない。ただ、2017年における各社の
戦略で『差別化』というのは非常に重要
なテーマになると想定される。2016年
に検討した施策や技術の実用化や多様化
は企業の成長や収益拡大に大きく寄与す
るはずである。弊社としては差別化のた
めの「次なる一手」を用意して金融機関
の成長の手助けをしていきたいと考えて
いる。

なリスク（※）が発生することが想定さ
れ、保険会社の価値提供の対象と範囲は
広がっていくと弊社は考えている。（図
表2）

※新たなリスクの発生とは、例えば自動
運転の普及により、保険の対象者が自動
車の保有者や運転する人から、自動運転
を提供するメーカーに代わるように、予
防やアフターケアを支えるセンサー、ロ
ボットなどの製品・サービス提供会社に
対する保険商品のニーズが高まるなど、
生命保険会社が提供する新たな価値が対
象でも、そのサービスを社会的に普及さ
せるため、損害保険会社の役割が増える
ことなどを想定している。

また、顧客提供価値が多様化する中、保
険のバリューチェーンにも新たな業務機
能が必要となる。弊社はこの新たな業務
機能は3つのレイヤーの上に構築される
べきと考えている。

・「1対多」型商品から「1対1」型商品に
対応したレイヤー1（保険商品）

・ テレマティクス装置やウェラブルなど
の各種センサーとつなぐレイヤー2
（テクノロジー）

・ そして最適な協業パートナーとつなぐ
レイヤー3（エコシステム・サービス）

この3レイヤーの上で、保険会社はバ
リューチェーンの拡張・自動化・適応を
行う業務機能を追加する必要がある。こ
の業務機能追加には

1）レガシーシステムのロードマップ策
定と遂行

2）イノベーションの取り込み方と迅
速・低コストでリリースしていく仕組み
作り

3）セキュリティーの脅威に対する準備
が必要となり、エンタープライズアーキ
テクチャ（EA）にこれまでとは違う新
たな設計思想を取り込む必要がある。

「Insurer of Things」の時代
「モノ・コトとつながる保険会社」

前章で述べた通り、保険業界の伝統的な
ビジネスモデルにおいて、従来の収益源
は依然として変わらないものの、IoTを
起点とする経済・社会環境下では、持続
可能性は弱まっていく。しかしながら、
この創造的破壊のなかにあっても機会は
存在する。保険会社は保険とテクノロ
ジー、エコシステム・サービス、そして
パートナーを組み込んだビジネスモデル
への大胆な再構築が求められ、それは、
保険会社が「モノ・コトとつながる保険
会社（Insurer of Things）」になること
を意味していると弊社は考えている。

弊社の調査（Accenture Consumer-Driven 
Innovation Survey）によれば、顧客が保
険会社に期待していることは、幅広い商

品ラインナップだけでなく、顧客ニーズ
に合わせてカスタマイズされた商品の提
供となっており、80%の顧客は、より
パーソナライズされた商品・サービスを
提供する保険会社に乗り換えたいと考え
ている。また、41%はこうしたサービス
への支出を増やしたいと考えている。

顧客接点の頻度も変化している。保険会
社はこれまで年に1度か2度、保険の更新
や保険金請求の際に顧客とやり取りする
のみであったが、IoTは、新しい顧客と
の関係性を構築するための、継続的、常
時かつ一貫したコミュニケーションの機
会を創出する。

これら顧客ニーズの変化と商品・住宅・
企業・都市全体が常時つながっている社
会が到来（図表3）することにより、従
来型のコアビジネスは破壊される可能性
があり、これは保険会社にも波及すると

考えている。弊社の調査でも80%の保険
会社が、IoTプラットフォームを基盤と
する社会は既存ビジネスを破壊しかねな
い大きな影響があると判断している。

しかし、競争環境の激化を前にしてもな
お、保険会社の多くは「個」客体験がも
たらす新たな機会を顧みていないことが
弊社調査により分かっている。保険以外
の商品／サービスの提供を計画している
保険会社は全体の3分の2未満（61%）
で、さらに以下のようなパーソナルなデ
ジタル／モバイル・サービスをリアルタ
イムで提供している保険会社となると、
全体のわずか22%にとどまっている。

• 顧客のニーズやすでに所有している商
品に基づくオファー

• 保険会社との関係や過去のインタラ
クションに基づいて作成されたメッ
セージ

• 顧客の行動様式や補償対象物の利用状
況、リスク防止策を反映した保険料

• リスク防止やロス軽減に向けた提案や
インセンティブ

十人十色から一人十色の顧客ニーズへの
対応は保険会社だけでなく、他の異業種
でも同じであり、日本の先駆的な経営者
は一人十色に対応する経営を準備若しく
は実行している。「モノ・コトとつなが
る保険会社」になることは、今後の保険
会社にとって十分要件ではなく、必要要
件となる。リスクと見るか、それとも勝
機と考え迅速に取り組み大きな機会を得
るか。答えは明白である。近未来社会で
の自社の役割定義を行い、その社会の中
で「モノ・コトとつながる保険会社」に
なるためのビジョンを策定し、その実現
に向けビジネスモデルを運用していくに
は、強力なリーダーシップが必要とな

り、また大きなリスクを伴う。ただ、何
も行わないリスクの方がはるかに大
きい。

まとめ

現在の社会基盤に果たす保険会社の役割
と同じくSociety5.0の社会でも保険会社
が果たす役割は大きい。近年、保険各社
はInsTechを経営重要施策として取り組
んでいるが、InsTechに求められるもの
は今後より高度化され、近未来の社会基
盤の一部となる必要がある。この勝負は
先を見据えた先駆者が勝者になる。
Googleがデータを、Appleがモバイルと
言うハードと今後決済機能を獲得するよ
うに、プラットフォームビジネスの勝者
の優位性は揺るぎない。保険会社が

Society5.0のプラットフォームを担うの
か、同業種もしくは異業種に握られるの
か、その勝敗は近未来の社会で取り返し
のつかない差を生むことになるであろ
う。そこには、既存の顧客層ではなく、
国民・万人が興味を抱き、顧客が自ら
データを提供する魅力的なサービスが必
要となる。

保険会社が近未来の社会で果たす役割を
描き、その社会の中で「モノ・コトとつ
ながる保険会社」になるための変革は容
易ではないと理解している。弊社は保険
会社の更なる繁栄のため、グローバル
ネットワークの活用、及びデジタル・イ
ノベーションを推進する立場として、あ
るべきコンサルティング並びに事業運営

Pruning for Growth & Distinctiveness

Intelligent, Automated Worker

Pressing the Reset Button on 
Location Strategy

Hiring Right as Digital Talent Enters 
the Workforce

Getting Fit: 
Aggressive Cost Reduction

Liquid Standards: 
Improving the Client Experience

Getting Innovation Right: 
Avoiding the Fintech Money Pit

Rethinking the Research Function

Experimenting with 
Distributed Ledger Technology

Moving to the Cloud: 
Current vs. Future Penetration

のご支援を三人称ではなく、一人称とし
て身を引き締めつつ実施していきたいと
考えている。
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ウェルスマネジメント領域における
次なる一手

まずは2016年における証券各社のウェ
ルスマネジメント領域での取組みを対面
営業施策とデジタル施策に分けて振り返
り、次なる一手を考えたい。

対面営業については、フィデューシャ
リー・デューティーに対する取組みが加
速する中で、各社は顧客本位営業への転
換に大きく舵を切っている。ゴールベー
ス・アプローチ、資産管理型営業といっ
た言葉がメディアでも盛んに喧伝されて
いるが、顧客に取引させることで得られ
る売買手数料ではなく、顧客の利益を第
一に考えて中長期の信頼関係を構築し、
預かり残高に対するコンサルティング・
フィーを得るというモデルへと転換して
きている。先行している米国に目を向け
ると、マネージド・アカウント（MA）
と呼ばれる一任型の口座が大きく拡大
し、MAの残高から得られるコンサル
ティング・フィーで7割以上の収益を確

保する金融機関も出てきている。それに
比較すると、日本でのコンサルティング
型営業モデルの構築はまだ発展途上とい
うのが現状である。本邦金融機関が今
後、本格的にコンサルティング型営業モ
デルへの転換を成功させるためには、以
下の取組みが必要と考える。

1つ目は評価体系および組織の変革であ
る。売買手数料ではなく、顧客との信頼
関係を構築し、預かり資産を増やすこと
に重点を置いた評価体系を整備すること
に加えて、コンサルティング型営業モデ
ルを推進する専門部隊を作る必要があ
る。全ての営業員の営業スタイルを一斉
に変えていくのは非現実的であるため、
専門部隊がコンサルティング型営業モデ
ルの実践・拡大のミッションを主体的に
担っていくことが求められるだろう。

2つ目は顧客へのサービス品質が営業員
の個々人の能力に依存しない仕組み作り
である。コンサルティング型営業におい
ては、営業員の市況理解や提案内容に高

い品質が求められる。これまでの営業モ
デルでは、営業員個々人の能力差により
サービス品質にばらつきが出ているのが
実情だが、この状況から脱却し、全体と
してのサービス品質底上げが必要とな
る。具体的には、トップセールスやリ
サーチチームの知見をファーム・ビュー
としてまとめ、営業員に還元することが
考えられる。コンサルティング営業で先
行する外資系金融機関は既にこのような
取り組みを積極的に展開している。

3つ目は金融グループ内での協業や他業
種との連携も含め、魅力的な商品組成お
よび富裕層向けサービス拡充が必要と考
える。富裕層が金融機関に求める商品・
サービスは多岐にわたっており、顧客
ニーズに合わせて、いかに魅力的な商
品・サービスを訴求できるかがポイント
となる。さらに、富裕層向けのサービス
（対象者限定のプレミアムツアー等）の
強化に向けては金融の枠を超えた提携が
不可欠だろう。

近未来社会
Society 5.0（超スマート社会の実現）

近未来社会のあり様を述べる際に、
Industry 4.0など加速する他国の取り組み
の後押しもあり、科学技術基本計画第5
期（2016年度から20年度）のキャッチ
フレーズとなっている「Society（ソサ
エティー）5.0」を見ていきたい。人類
がこれまで歩んできた「狩猟」「農耕」
「工業」「情報」に次ぐ第5の新たな社
会を、技術革新（イノベーション）に
よって生み出すSociety 5.0（超スマート
社会）とは、『産業競争力の徹底的強
化』、『人中心の社会の構築』、『社会・
経済課題の解決』の実現に資するシステ
ムの構築を官民連携で推進する取り組み
で、課題の解決のために11システムの開
発と共通利用可能な「モノのインター
ネット（Internet of Things以下、IoT）」

共通プラットフォーム構築を行い（図表
1）、社会・経済の構造が大きく変わる
「大変革時代」に備えるものである。

詳細は公知の情報に譲りたいが、セン
サーなどIoT技術を駆使したデータ収集
を起点とした近未来像を定義している
点、顧客の意識・価値観はモノからコト
（成果・体験）へシフトし個人の変革力
が増大すると予測している点、及び全て
の先進国が遅かれ早かれ直面する「課題
先進国」化という「危機」を「転機」と
捉え、国際競争力の強化ならびに地球規
模の課題解決へ寄与することを狙ってい
る点がメインのコンセプトであると理解
している。

それでは、この近未来社会で保険会社は
どのような変化に備え、またどのような
役割を担うべきなのか。

近未来社会の保険会社

超スマート社会において、保険会社とし
て提供すべき顧客価値の範囲と内容はど
の様にかわるのか。まず、既存の保険会
社のスコープについては、例えばウェラ
ブルやセンサーにより個人の健康状態を
常時・客観的に把握でき、そもそもの傷
病発生を抑制したり、個人の健康リスク
が可視化されることにより、特定の疾病
リスクのみの需要になったり（万人向け
の三大疾病などのパッケージ商品から、
個人が必要となる疾病のみのニーズ）な
ど、総じて既存の保険商品に対する需要
の減少が見込まれる。

一方で、従来の万が一の保証からリスク
抑制（予防）やQoL向上（アフターケ
ア）に対する需要が増大し、同時に、そ
れらのサービスを実現する仕組みに新た

図表3   ブロックチェーンの訂正機能
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次にデジタルの取組みについて見ていき
たい。2016年度はロボ・アドバイザー
等のFintechを活用した非対面チャネル
の施策が目立ったが、こうした取組みの
多くは、各社横並びの状況にあり、単に
デジタル施策に取組むだけでは、明確な
差別化要素となりづらくなっている。ま
たFintech専業プレイヤーの台頭も著し
い中、既存金融機関はいかに競争優位を
獲得・維持するか再考を迫られている。

弊社としては、デジタルとヒューマンの
融合が次の一手のカギとなると考えてい
る。デジタル施策はいかに工夫を凝らし
たとしても模倣が容易であり、単体では
差別化要素とはなり難い。また、弊社に
て実施した富裕層へのインタビュー調査
等でも、高額の投資の意思決定をする場
合には、デジタル感度が高い顧客であっ
ても対面で相談したいというニーズを強
く持っていることが分かっており、デジ
タルの中で、どのようにヒューマン要素を
組み入れるかが差別化のポイントとなる。

デジタルとヒューマンの融合には、非対
面チャネルにヒューマン・タッチポイン
トを追加するというアプローチと、対面
チャネルにデジタルを活用して強化する
というアプローチがあるが、本邦金融機
関の多くは対面チャネルを主としている
ため、ここでは後者について記述したい。

対面営業へのデジタル導入は、各社で取
組みが始まっており、ライフプラン、
ポートフォリオシミュレーション、
CRM等のツールは既に導入されている
場合が多い。一方でそれらのツールが独
立して存在し、ライフプランやポート
フォリオシミュレーションの結果が
CRMに連携されず、貴重な顧客データ
を十分に営業に活用できていない等、デ
ジタル活用のメリットを十分に享受でき
ていない状況も見受けられる。

今後、独立して存在する各デジタルツー
ルを融合し、営業プロセスを一気通貫し
てサポートすることが、デジタル活用メ

リットの最大化に繋がり、大きな差別化
要素になると考える。弊社ではそのよう
な考えに従い、4つの機能群により営業
の全プロセスを統合的にサポートするデ
ジタル・ウェルス・マネジメントという
ソリューションを構築し、現在国内外の
金融機関への導入を進めている（図表
1）。このソリューションを活用するこ
とで、ターゲティング～モニタリングに
至る一連の営業の流れをシングルプラッ
トフォームでサポートし、情報連携の効
率化や顧客の深い理解を実現することが
可能になる。

マーケット領域における次なる一手

証券会社や投資銀行部門におけるマー
ケット領域としては、2016年の株価変
動による影響を顕著に受け、上期の赤字
から下期には黒字に転じるといったこと
も多々見受けられた。正にマーケットの
不透明性に左右された一年であったと認
識している。

加えて、多くの規制対応やガバナンス強
化に対する恒常的なコストが収益を圧迫
し、結果としてマーケット領域において
は戦略的施策が実施できず、投資抑制に
舵を切らざるを得ない状況となり、表向
きには各社横並びの施策が多かった年と
言える。

しかしながら、水面下では着々と次に向
けた準備が始まっている。Fintechに代
表されるイノベーティブなデジタル技術
を利用した新しい取り組みについては各
社ともに研究を続けている認識だ。一般
的に、このような技術はリテール事業で
あるウェルスマネジメント領域での起用
が期待されているが、マーケット領域に
おいてもブロックチェーンやクラウド、
ロボティクスプロセスオートメーション
（RPA）、AIなどはトレーディング、オ
ペレーション、コンプライアンス、コー
ポレート業務にまでわたって非常に有用
である。

2017年は、これらを用いた次なる一手
が命運を分けることになると考える。す
でに欧米の各国では新技術を用いた次な
る一手が始まっている。

本邦ではいまだPrivate Cloudの導入検討
が主流だが米国の金融機関ではシステム
運用コストの削減及び変動費率向上、IT
資産のスリム化を目的とした大胆な
Public Cloudへの移行を実施中である。

また、RPAに関しても本邦ではPOCを開
始した程度だが、欧米の金融機関におい
ては新規に発生した5,000人月程度の業
務オペレーションを1,000体のロボット
で代用するなど本格的な導入が開始され
ている。

これらは、あくまで先進事例の一部に過
ぎないが、横並び脱却を狙いとした本格
施行が開始されていることを証明して
いる。

今後は、大胆かつ明確なターゲットを
トップマネジメントレベルで策定し、全
社的な指針として次なる一手を打ちだ
し、実行していくことが必要である。そ
れに際し、弊社では「Top10 Challenge
（図表2）」と称してマーケット領域に
おける今後の重要テーマを策定して、そ
れぞれに対するソリューション案を提案
していくつもりである。

ブロックチェーンにおける次なる一手

昨今、金融機関においては「ブロック
チェーン」の導入が期待されている。事
実として多くの企業は研究チームを立ち
上げて、技術検証をしている。しかしな
がら、実用化まで見えている企業は少な
いのではないだろうか。

対象とする業務領域の選定、技術的な実
用化課題など、実用化にあたっては高い
ハードルが待ち受けている。業務領域の

選定については金融機関ごとに様々な施
策が取られると思うが、技術的な実用化
課題に対しては各社共通であると思わ
れる。

ここでは技術的な実用化課題の一つ
を解決する可能性がある、弊社が開
発した「訂正可能なブロックチェーン
（Redactable BlockChain）」を紹介したい。

従来のブロックチェーンは、各ブロック
が直前のブロックのハッシュ値を含んで
おり、それがブロック同士をリンクさせ
ていた。この仕組みにより、ハッシュ値
が変更されるとブロック間のリンクは失
われるため、絶対的な耐改ざん性が保証
されるというのが利点の一つであった。
ただ、この強固すぎる耐改ざん性は「修
正不可能」という問題を抱えさせてい
る。外部攻撃や人的ミスなどが発生した
場合は往来「ハードフォーク /ソフト
フォーク」のような手法を用いて、以降

のブロックを全て廃棄したり、全て上書
きしたりしていたため、ブロックチェー
ン利用に中断をもたらし、大きなコスト
負担が発生していた。

これに対してRedactable Blockchainは、
パーミッション型ブロックチェーンにお
いてカメレオンハッシュと呼ばれるハッ
シュを用いることで、チェーンを破壊せ
ず、ブロック間のリンクを解除し、新し
いブロックと古いブロックのみを置換さ
せ、修正による中断を最小限に抑えるこ
とを可能としている。また、ブロックの
変更は、半永久的かつ変更不能な形で自
動的に記録されるため、履歴管理やデー
タ監査に用いることも可能である。つま
り、訂正可能でありながらもブロック
チェーンのタンパーエビデンス性（未開
封保証機能）は維持されている。

なお訂正権限は、事前合意された複数の
管理者が分散保有する秘密鍵が組み合わ

さらない限り有効化されない。そのた
め、適切な抑制均衡が確保され、透明性
の高いガバナンスを構築可能である。

弊社は「訂正可能なブロックチェーン」
により、金融機関におけるブロック
チェーンソリューションの実用性と有用
性が高まり、その普及が加速されると見
ている。

終わりに

本稿での内容は差別化のための一例でし
かない。ただ、2017年における各社の
戦略で『差別化』というのは非常に重要
なテーマになると想定される。2016年
に検討した施策や技術の実用化や多様化
は企業の成長や収益拡大に大きく寄与す
るはずである。弊社としては差別化のた
めの「次なる一手」を用意して金融機関
の成長の手助けをしていきたいと考えて
いる。

なリスク（※）が発生することが想定さ
れ、保険会社の価値提供の対象と範囲は
広がっていくと弊社は考えている。（図
表2）

※新たなリスクの発生とは、例えば自動
運転の普及により、保険の対象者が自動
車の保有者や運転する人から、自動運転
を提供するメーカーに代わるように、予
防やアフターケアを支えるセンサー、ロ
ボットなどの製品・サービス提供会社に
対する保険商品のニーズが高まるなど、
生命保険会社が提供する新たな価値が対
象でも、そのサービスを社会的に普及さ
せるため、損害保険会社の役割が増える
ことなどを想定している。

また、顧客提供価値が多様化する中、保
険のバリューチェーンにも新たな業務機
能が必要となる。弊社はこの新たな業務
機能は3つのレイヤーの上に構築される
べきと考えている。

・「1対多」型商品から「1対1」型商品に
対応したレイヤー1（保険商品）

・ テレマティクス装置やウェラブルなど
の各種センサーとつなぐレイヤー2
（テクノロジー）

・ そして最適な協業パートナーとつなぐ
レイヤー3（エコシステム・サービス）

この3レイヤーの上で、保険会社はバ
リューチェーンの拡張・自動化・適応を
行う業務機能を追加する必要がある。こ
の業務機能追加には

1）レガシーシステムのロードマップ策
定と遂行

2）イノベーションの取り込み方と迅
速・低コストでリリースしていく仕組み
作り

3）セキュリティーの脅威に対する準備
が必要となり、エンタープライズアーキ
テクチャ（EA）にこれまでとは違う新
たな設計思想を取り込む必要がある。

「Insurer of Things」の時代
「モノ・コトとつながる保険会社」

前章で述べた通り、保険業界の伝統的な
ビジネスモデルにおいて、従来の収益源
は依然として変わらないものの、IoTを
起点とする経済・社会環境下では、持続
可能性は弱まっていく。しかしながら、
この創造的破壊のなかにあっても機会は
存在する。保険会社は保険とテクノロ
ジー、エコシステム・サービス、そして
パートナーを組み込んだビジネスモデル
への大胆な再構築が求められ、それは、
保険会社が「モノ・コトとつながる保険
会社（Insurer of Things）」になること
を意味していると弊社は考えている。

弊社の調査（Accenture Consumer-Driven 
Innovation Survey）によれば、顧客が保
険会社に期待していることは、幅広い商

品ラインナップだけでなく、顧客ニーズ
に合わせてカスタマイズされた商品の提
供となっており、80%の顧客は、より
パーソナライズされた商品・サービスを
提供する保険会社に乗り換えたいと考え
ている。また、41%はこうしたサービス
への支出を増やしたいと考えている。

顧客接点の頻度も変化している。保険会
社はこれまで年に1度か2度、保険の更新
や保険金請求の際に顧客とやり取りする
のみであったが、IoTは、新しい顧客と
の関係性を構築するための、継続的、常
時かつ一貫したコミュニケーションの機
会を創出する。

これら顧客ニーズの変化と商品・住宅・
企業・都市全体が常時つながっている社
会が到来（図表3）することにより、従
来型のコアビジネスは破壊される可能性
があり、これは保険会社にも波及すると

考えている。弊社の調査でも80%の保険
会社が、IoTプラットフォームを基盤と
する社会は既存ビジネスを破壊しかねな
い大きな影響があると判断している。

しかし、競争環境の激化を前にしてもな
お、保険会社の多くは「個」客体験がも
たらす新たな機会を顧みていないことが
弊社調査により分かっている。保険以外
の商品／サービスの提供を計画している
保険会社は全体の3分の2未満（61%）
で、さらに以下のようなパーソナルなデ
ジタル／モバイル・サービスをリアルタ
イムで提供している保険会社となると、
全体のわずか22%にとどまっている。

• 顧客のニーズやすでに所有している商
品に基づくオファー

• 保険会社との関係や過去のインタラ
クションに基づいて作成されたメッ
セージ

• 顧客の行動様式や補償対象物の利用状
況、リスク防止策を反映した保険料

• リスク防止やロス軽減に向けた提案や
インセンティブ

十人十色から一人十色の顧客ニーズへの
対応は保険会社だけでなく、他の異業種
でも同じであり、日本の先駆的な経営者
は一人十色に対応する経営を準備若しく
は実行している。「モノ・コトとつなが
る保険会社」になることは、今後の保険
会社にとって十分要件ではなく、必要要
件となる。リスクと見るか、それとも勝
機と考え迅速に取り組み大きな機会を得
るか。答えは明白である。近未来社会で
の自社の役割定義を行い、その社会の中
で「モノ・コトとつながる保険会社」に
なるためのビジョンを策定し、その実現
に向けビジネスモデルを運用していくに
は、強力なリーダーシップが必要とな

り、また大きなリスクを伴う。ただ、何
も行わないリスクの方がはるかに大
きい。

まとめ

現在の社会基盤に果たす保険会社の役割
と同じくSociety5.0の社会でも保険会社
が果たす役割は大きい。近年、保険各社
はInsTechを経営重要施策として取り組
んでいるが、InsTechに求められるもの
は今後より高度化され、近未来の社会基
盤の一部となる必要がある。この勝負は
先を見据えた先駆者が勝者になる。
Googleがデータを、Appleがモバイルと
言うハードと今後決済機能を獲得するよ
うに、プラットフォームビジネスの勝者
の優位性は揺るぎない。保険会社が

Society5.0のプラットフォームを担うの
か、同業種もしくは異業種に握られるの
か、その勝敗は近未来の社会で取り返し
のつかない差を生むことになるであろ
う。そこには、既存の顧客層ではなく、
国民・万人が興味を抱き、顧客が自ら
データを提供する魅力的なサービスが必
要となる。

保険会社が近未来の社会で果たす役割を
描き、その社会の中で「モノ・コトとつ
ながる保険会社」になるための変革は容
易ではないと理解している。弊社は保険
会社の更なる繁栄のため、グローバル
ネットワークの活用、及びデジタル・イ
ノベーションを推進する立場として、あ
るべきコンサルティング並びに事業運営

訂正可能なブロックチェーン

標準的なハッシュの他に、
カメレオンハッシュを加えることで、
ブロック間の変更不能なリンクを、
南京錠のような開け閉め可能なリンクに変更する　
ことができる。 

カメレオンハッシュにより、
秘密鍵の使用が可能になり、
チェーンを切断することなく、
ブロック間のリンクを解除できる。

新しいブロックへのハッシュが生成されますが、
チェーン全体を再度バリデーションする
必要はない。古いブロックは、訂正された

新しいブロックに置き換えられ、
ブロック2と4との間に有効な
リンクができる。

古いブロックは、履歴依存型として
データへのアクセスを可能にすることも、
履歴独立型としてチェーンから完全に
抹消することも可能。
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のご支援を三人称ではなく、一人称とし
て身を引き締めつつ実施していきたいと
考えている。




